
民間企業を施行者とした個人施行の土地区画整理事業によるまちづくり 

～「磐田市見付美登里土地区画整理事業」の計画～ 
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１．はじめに 

本事業の対象地区は、JR 東海道線の磐田駅の北約 3km、東名高速道路磐田インターチェ

ンジから南へ約 1km、国道 1 号見付インターチェンジの南側に位置し、都市計画道路磐田

インター線に沿った面積約 5.7ha の地区である。磐田市の都市計画マスタープランの見付

地区まちづくり方針において、「低未利用地区域での計画的な市街地整備の誘導」地区に

位置づけされている。 
しかし、幹線道路沿いはゴルフ練習場が立地しているものの、その西側は大部分が山林

となっており、有効な土地利用がなされていない状況であった。 

これまで、このような地区については、まちづくりの代表的な手法である土地区画整理

事業による整備が行われてきたが、その多くは土地区画整理組合、あるいは既成市街地で

あれば市町などの地方公共団体によるものであった。 

しかしながら、近年は社会情勢の変化などにより、組合施行では合意形成が図られない、

あるいは資金確保のための保留地処分に苦慮したり、行政でも予算の確保が難しい状況と

なっており、これまでのような行政主体の土地区画整理事業を実施することが難しい状況

となっている。 

したがって、今後ますます少子高齢化や人口減少が進み、コンパクトシティの形成が求

められている中で、民間企業と融合した土地区画整理手法を活用することは、今後のまち

づくりを行う上でも非常に有効である。 

そこで、本地区ではゴルフ練習場の撤退をきっかけに、その跡地利用及び西側の未利用

地について磐田市の土地利用方針に基づく、民間企業の個人施行（同意施行）による土地

区画整理事業を活用し、早期完成を目指してまちづくりを行った。 

図 1-1.位置図

写真 1-1．施行前航空写真

東名磐田 IC 

ＪＲ磐田駅 

計画地 



２．個人施行の特徴 

本事業では、民間企業が施行者となって個人施行の土地区画整理事業を行ったことが大

きなポイントである。まず、土地区画整理事業の施行者を表 2-1 に示す。 

 
施行者 内容 

個人 土地所有者、または借地権者が自分の宅地について行うもの。また、地権者全員

が同意することにより、機構、公社及び優良な民間宅地開発事業者等の第三者が事

業を行うこともできる。（同意施行制度） 

組合 土地所有者、または借地権者が７名以上共同して組合を設立して行うもの。 

区画整理会社 土地所有者、または借地権者を株主とする株式会社が行うもの。 

地方公共団体 都道府県、市町村が行うもの。 

国土交通大臣 災害の発生時など早急に施行する必要があるものを国土交通大臣自ら施行する

か、都道府県または市町村に指示して行わせるもの。 

都市再生機構等  都市再生機構、地方住宅供給公社が行うもの。 

今回の事例は個人施行のうち、同意施行制度を活用したものになる。個人施行の特徴に

ついて、主なものを以下に列記する。 

●１人でも施行可能である。 

●地権者自らが施行者となる、あるいは資格のある第三者が施行者となることを選択できる。（※資格の

ある第三者：地方公共団体、民間デベロッパー等） 

●組織の立ち上げが不要であり、利害関係が一致した地権者間の事業では、合意形成に時間がかからず事

業認可までの期間が短縮できる。 

●事業認可後においても組合施行のように理事会、総会等を開催し、議決を得る必要がないため、事務手

続きが少なく事業期間も短縮できる。 

●地権者全員の同意が必要である。 

次に、一般的な開発行為と土地区画整理事業を主な項目別に比較したものを表 2-2 に示

す。 

 

項目 一般的な開発行為 土地区画整理事業 

法 手 続 都市計画法による許可 土地区画整理法による認可 

税 優 遇 

（主なもの） 

特になし ・保留地処分による所得税は非課税 

（個人施行の場合は事業費相当分まで） 

・換地処分による換地の取得では不動産取得税は非課税 

・保留地の原始取得による不動産取得税は非課税 

・区画整理登記に係る登録免許税は非課税 

登 記 不動産登記（登録免許税） 区画整理登記（非課税） 

納 税 猶 予 猶予の解除が必要 猶予の継続は可能 

建 築 工事完了前は原則不可能 仮換地指定後は現場の状況により同時施行可能 

以上のような特徴があるため、元来まちづくりの手法として優れている土地区画整理事

業において、よりスピーディーな土地利用の実現が可能となる。 

表 2-2.一般的な開発行為と土地区画整理事業の比較（主なもの）

表 2-1.土地区画整理事業の施行者 



３．実施体制 

 個人施行者（同意施行者）となるには、主に以下の条件が必要となるため、事業の実施

にはこれらをクリアする実施体制とする必要がある。 

 ・宅地建物取引業法の免許を有しており違反歴がないこと 

 ・同規模の土地区画整理事業の実績等があること 

 ・予定事業費について自己資本または融資等により手当てできること 

 ・土地区画整理士等の技術者を有すること 

これを踏まえて、本事業の実施体制を図 3-1 に示す。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．事業実施のための課題 

事業を実施するための主な課題は以下のとおりである。 

（１）事業資金を確保すること 

（２） 地権者の合意形成を図ること 

本事業では、磐田市への技術的援助申請をしており、磐田市が掲げるまちづくりの方針

との整合を図る上で、事業に対する指導や関係機関との協議への指導や協議への同席はし

ていただいたものの、事業資金は全て施行者が確保する必要があった。また、事業認可に

は地権者全員の同意が必要となるため、全ての地権者の合意形成を図ることも事業推進の

ためには必要不可欠な課題であった。 

これらの課題を解消すべく、事業計画及び換地計画の策定を行った。 

事業実施体制 

建設コンサルタント 
 

事業計画・認可・管理 

 測量・設計 

関係機関協議（行政等）  

建設会社 
 

建築・土木施工 

事業企画・地権者・テナント交渉 

施行者：民間個人 

契約 契約 

図 3-1.実施体制図



５．事業計画 

（１）事業概要について 

事業計画書で定められた内容より、事業概要を表 5-1 に示す。 

 

事業の名称 磐田市見付美登里土地区画整理事業 

施行者 地権者の同意を得た民間企業 

施行面積 約 5.7ha 

施行期間 平成 25 年度～平成 27 年度 

総事業費 約 1,170,000 千円（20,500 円／㎡） 

平均減歩率 約 22％ 

用途地域 第一種住居地域、第一種低層住居専用地域 

 

（２）土地利用計画について 

土地利用計画としては、地区を東西で区分し、東側の幹線道路沿いには地区内及び近隣

住民の生活の利便性向上のための商業施設用地を確保し、標高が高く地盤が安定している

西側には防災、減災に寄与するべく住宅地を確保した。また、公共施設の配置計画として

は、なるべく多くの住宅地を確保できるように、調整池の形状に配慮するとともに通過交

通を排除する道路計画とし、磐田インター線の混雑状況を考慮して、幹線道路との交差点

は 1 箇所とした。さらに、商業施設用地との間には最大 5ｍの高低差を設けるとともに、

幅員 8ｍ道路を配置することで店舗との空間を確保し、緩衝帯としての役割を果たすとと

もに、住宅地からの眺望にも配慮した。これらにより、質の高い約 85 画地の住宅地を整備

することができ、これらを自ら個人、あるいは住宅メーカー等へ売却することで一つ目の

課題である事業資金を確保することができた。 

 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-1.土地利用計画図 写真 5-1.航空写真

図 5-2.横断面図

表 5-1.事業概要

住宅地 商業地 

商業地 住宅地 

住宅地 

商業地 



 さらに、商業施設用地の有効な土地利用を図るため、道路管理者などとの協議を進めな

がら交差点を改良しつつ、旧道の残地となっていた不整形な県道用地を廃止し、新設道路

への付け替えを行った。このことにより、土地区画整理事業の制度を利用して有効な土地

利用を図ることができた。 

 
 
 
（３）用途地域の変更について 

 土地区画整理事業の土地利用計画に伴い、用途地域の変更を行う必要が生じたため、商

業施設用地については全て第一種住居地域とした。これにより、商業施設の立地が可能と

なった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-5.用途変更図（変更前） 図 5-6.用途変更図（変更後）

図 5-3.交差点計画図 図 5-4.拡大図



６．換地計画 
地権者の土地利用の意向として、売却希望の地権者と賃貸借希望の地権者が混在してい

る状況であったため、売却希望の土地を施行者が買うことを前提に西側の住宅地用地及び

商業施設用地の一部に換地した。また、賃貸借希望の土地は商業施設用地へ換地すること

で地権者としては自己所有地を有効に土地利用できる。これらにより、地権者の合意形成

を図った。施行前及び施行後の土地の移り変わりを図 6-1～図 6-6 に示す。図 6-1 及び図

6-2 は施行者が土地を取得する前の従前地及び仮換地の状況である。図 6-3 及び図 6-4 は

施行者が売却希望の土地を取得した段階であり、施行後の西側の住宅地が施行者の所有地

となっており、商業施設用地の一部も施行者の所有となっている。図 6-5 及び図 6-6 は住

宅地を住宅メーカー等へ売却した段階の従前地及び仮換地の状況である。 

なお、土地区画整理事業では、換地処分の公告があるまでは、登記は従前地のままであ

るが、本事業では、換地処分前に施行者及び住宅メーカーが販売を開始したため、分譲画

地に応じて従前地を分筆する必要があった。このため、事業途中で地権者が徐々に増えて

いく状況となったが、特に問題なく、換地処分が完了している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 6-1.従前地図その 1

図 6-2.仮換地図その 1

図 6-3.従前地図その 2

図 6-4.仮換地図その 2 図 6-6.仮換地図その 3

図 6-5.従前地図その 3

施行者取得地

施行者取得地

施行者取得地

売却地

施行者取得地

売却地



７．成果 

事業認可から約 1 年半で標高約 20～30m の強固な地盤に約 85 画地の住宅分譲地が完成

するとともに、幹線道路沿いに日常生活に不可欠な食品等に関連する商業施設が立地して

いる。民間企業による個人施行の土地区画整理事業を活用したことで、「低未利用地区域

での計画的な市街地整備の誘導」をスピーディーに実現することができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-1.リーフレット（片面） 



以下に事業経過を示す。 

平成 23 年  6 月  事業化検討開始 

平成 24 年  4 月  磐田市に対して土地区画整理事業の技術的援助申請 

平成 25 年  6 月  土地区画整理事業の施行認可 

平成 25 年  7 月  仮換地指定、工事着工（基盤整備工事） 

平成 26 年  1 月  用途変更（第一種住居地域の拡大）  

平成 26 年  4 月  商業街区大店立地法の届出 

平成 26 年  6 月  テナント建築工事着工 

平成 26 年  8 月  基盤整備工事完了 

平成 26 年  9 月  住宅街区分譲開始 

平成 26 年 11 月  商業街区テナントオープン 

平成 27 年  9 月  換地処分の公告 

平成 27 年 12 月  事業終了認可 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 7-1.テナントオープンセレモニー

写真 7-2.出店テナント掲載看板

写真 7-3.オープン時の様子その 1

写真 7-4.オープン時の様子その 2

写真 7-5.オープン時の様子その 3



８．おわりに 

今回は、磐田市見付美登里土地区画整理事業の事例を報告させて頂いた。官民連携の事

業が増えている中で、民間企業による個人施行の土地区画整理事業は時代のニーズに対応

した事業である。今後、この事業を第 1 期地区とし、さらに都市機能の集約に向けて行政

との連携を図りながら、第 2 期地区として隣接する地区で事業を推進していく予定である。

（写真 8-1、8-2 参照）昨今、コンパクトシティの実現に向けて各自治体が取り組んでいる

中、この第 2 期地区が完成することで、第 1 期地区と一体となり、商業、住宅に加え、医

療、幼保、福祉といった施設が集約され、都市の拠点の一つとなることが期待できる。 

今後、事業を実施していくためには多くの課題が発生することが予想されるが、今後も

事業関係者が協力して都市の拠点となるべきまちづくりの実現に向けて進めている状況で

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 期地区 

第 1 期地区 

第2期地区 

第 1 期地区 

写真 8-1．施行前航空写真

写真 8-2．施行後航空写真（イメージ） 


